
行政経営評価（施策評価）

６－① 医療

６－② 防災・消防

６－③ 防犯・交通安全

■まちづくりの視点

■成果指標と現状

①

（ ）

②

（ ）

③

（ ）

④

（ ）

⑤

（ ）

⑥

（ ）

成果指標と現状の分析

医　療　　： 銚子市立病院の１日当たりの患者数は、基準年度と比較し入院患者数は減少しているが、地域医療の中核を担う公立病

院の責務を果たすよう今後とも努めていく。

防災・消防： 消防職員のうち救急有資格者数は必要人数を満たしている。今後も引き続き有資格者の確保に取り組む。

また、住宅用火災警報器の設置率は、基準年度と比較し減少しているため、設置率が伸びない要因の把握に努めるとと

もに設置率向上に向けた対策が必要である。

防犯・交通： 刑法犯認知件数は、基準年度と比較し大幅に減少した。コロナ禍での外出自粛の影響も考えられるが、今後も自主防犯

安全 組織の支援等に取り組む。また、交通事故発生件数は基準年度と比較し増加していることから、交通安全活動と併せ、

市内の交通安全施設の点検や安全対策に取り組む。

＜区分を構成する主な事務事業一覧＞

区分： ６．学区・生活圏域 注：予算を必要としない取組は、事務事業一覧には掲載していません。

６－①医療：医療提供体制の確保

「地域で自らの生活の安全を守る」という性格が強い防災・
防犯などの分野と、主にかかりつけ医の範囲内での取組が求
められる医療分野を【学区・生活圏域コミュニティ】に該当
する分野と捉えます。

令和元年度決算 令和２年度決算

保健予防推進経費 健康・地域医療推進室 1,430

17.3件 14.9件
（2017年） （2020年度）

事業費（単位：千円）

1,450 10401011831

5,949 10401011731在宅当番医経費 健康・地域医療推進室 6,191

個別レポート番号 備考

12.1％
（2017年度） （2020年度）

73.3件 51.3件
71.1件 69.7件 66.3件

（2017年） （2020年度）

78.0％ 74.0％
79.5％ 80.5％ 83.0％

（2017年度末） （2020年度）

69人 72人
（2017年度末） （2020年度）

外来 247.7人 外来 253.0人

66人 67人
66人

人口１万人当たり刑法犯認知件数

防犯・交通安全

人口１万人当たり交通事故発生件数

防犯・交通安全

20.2件 22.2件
18.4件

4.5％
4.6％

1.5％

（対象分野）

計画策定時

（基準年度）

事務事業名 担当課室等

（2029年度目標値）

消防職員のうち救急有資格者数

防災・消防

住宅用火災警報器の設置率

防災・消防

医療

自主防災組織の活動カバー率

防災・消防

入院 　93人
外来　245人

入院 　93人
外来　245人

6.3％

銚子市立病院の１日当たり
患者数

入院　83.7人 入院　65.9人
入院 　93人
外来　245人

（2017年度） （2020年度）

コミュニティの視点
（生活と空間）

６．学区・生活圏域

施策分野 目指すべき姿

医療提供体制の維持を図ることにより、市民が良好な医療サービスを受けられるまち

自助・共助・公助の役割分担により防災体制が整っており、消防団も含めた消防力が十分に
整備された、安全安心に暮らせるまち

市民と行政が連携した取組により犯罪が起こりにくい環境が整備され、また交通安全対策が
図られた、安全安心に暮らせるまち

市民の視点 学校等の地域拠点を媒介として多角的な交流をつくる

行政の視点 安心安全な地域づくりに取り組む

協働の視点 多様な地域づくり主体の横のつながりをつくる

現状 ３年後 ５年後 １０年後

（最新） （2022年度目標値） （2024年度目標値）

指標名



＜区分を構成する主な事務事業一覧＞

区分： ６．学区・生活圏域 注：予算を必要としない取組は、事務事業一覧には掲載していません。

６－①医療：看護職（看護師・准看護師）の養成

６－①医療：市立病院の診療体制の確保

６－①医療：国民健康保険制度の健全な運営

６－①医療：後期高齢者医療制度の適正な運営

６－②防災・消防：防災意識の啓発

６－②防災・消防：防災対策の充実

６－②防災・消防：消防力の充実・強化

６－②防災・消防：消防団員の確保及び組織の強化

その他常備消防関係経費 消防総務課 34,993 33,060 10901010642

事務事業名 担当課室等
事業費（単位：千円）

個別レポート番号 備考
令和元年度決算 令和２年度決算

その他非常備消防経費 消防総務課 7,830 10901020342

34,507 10901030542 令和２年度新規事業

消防施設管理経費 消防総務課 220

8,944

高規格救急車・高度救命処置用資機材
整備経費

消防総務課 ー

10302012122

10302012222

270,000

10901042320 令和２年度新規事業

消防団員経費 消防総務課 41,483 36,239 10901020142

新型コロナウイルス感染症対策事業経
費（避難所対策分）

危機管理室 ー 14,641

6,469 10901042220 令和２年度新規事業

1,094 10901030142

新型コロナウイルス感染症対策事業経
費（webハザードマップ導入分）

危機管理室

10401010831

国民健康保険事業特別会計繰出経費 保険年金室 607,366 589,235 10301050122

銚子市医療公社運営経費 健康・地域医療推進室 82,757 2,783 10401012331

病院事業会計負担、補助及び出資経費
（病院事業会計運営費）

健康・地域医療推進室 178,065

病院事業会計負担、補助及び出資経費
（指定管理者交付金）

健康・地域医療推進室 330,000 10401013331

320 10401012531

1,470 10401012431看護師等修学資金貸付経費 健康・地域医療推進室 2,760

178,550

避難誘導対策経費 危機管理室 ー

危機管理室 ー

219,762

87,768

後期高齢者医療事業特別会計繰出経費 保険年金室 206,256

銚子市立病院看護師等修学資金貸付経
費

健康・地域医療推進室 1,560

741,649後期高齢者医療制度経費 保険年金室 764,103

ー 2,827 10901042620 令和２年度新規事業

264

防災行政無線整備経費

防災減災対策経費 危機管理室 6,419 3,779 10901040220

10901042520 令和２年度新規事業

防災行政無線デジタル戸別受信機整備
経費

危機管理室 ー 100,049 10901042420 令和２年度新規事業

防災メール配信経費 危機管理室 262 10901040320



＜区分を構成する主な事務事業一覧＞

区分： ６．学区・生活圏域 注：予算を必要としない取組は、事務事業一覧には掲載していません。

６－②防災・消防：消防の広域化

６－②防災・消防：災害時における要援護者の支援

６－③防犯・交通安全：防犯活動の推進

６－③防犯・交通安全：交通安全活動の推進

防犯関係経費 危機管理室 502 568 10201140420

共同指令センター運営関係経費 消防総務課 20,244 16,548 10901030942 ８－④広域関連

消防救急無線維持管理経費 消防総務課 7,224 7,247 10901031042 ８－④広域関連

10201140520

被災者住宅支援経費 都市整備室 895 1,190 10305010337

事務事業名 担当課室等
令和元年度決算 令和２年度決算

交通安全対策経費 危機管理室 588 534 10201120620

自主防犯組織支援経費 危機管理室 53 56

被災者住宅支援補助経費 都市整備室 4,180 9,628 10806011437

被災者等住宅再建資金利子補給経費 都市整備室 ー 19 10801011037 令和２年度新規事業

事業費（単位：千円）
個別レポート番号 備考



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

5,949 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料

市民

銚子市医師会と委託契約を結び、診療日、診療科目、診療時間及び在宅当番医等を内容とする在宅当番医
制実施計画書を作成した上で、在宅当番医による休日における急病患者の診療体制を確保し、銚子市民の
健康と安全を守る。

5,949 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 101 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

5,949 千円

10401011731在宅当番医経費

健康・地域医療推進室

6-(1)-1 医療提供体制の確保 室長　飯森　勲

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

4 1 1

単年度繰返

対　　象

5,949 千円

日曜日、祝日及び年末年始の救急・急病者の受け入れ体制を確保するため、銚子市医師会に事業を委託
し、市民への保健医療サービスの推進を図る。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

日曜日、祝日及び年末年始の外科診療 延べ件数
目標値

42

上位施策の実現に向けた貢献度

50

実績値 47

47

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10401011731在宅当番医経費

健康・地域医療推進室

日曜日、祝日及び年末年始の内科診療
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 77

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

77 77

77
延べ件数

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

日曜日、祝日及び年末年始の救急・急病者の受入れを行い、市民の健康と安全に寄与した。

現状と同じ体制を維持していく。

銚子市医師会と連携して、今後も市民の健康と安全を守る体制を維持していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

1,450 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

銚子市医師会、銚子市歯科医師会

市が行う保健予防行政において、医師の担当する分野は事業全般にわたっており、医師の参加が不可欠で
ある。保健事業に対する医師の協力体制を確立するため、銚子市医師会、銚子市歯科医師会との事業連携
を図る。

1,450 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 25 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

1,450 千円

10401011831保健予防推進経費

健康・地域医療推進室

6-(1)-1 医療提供体制の確保 室長　飯森　勲

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

4 1 1

単年度繰返

対　　象

1,450 千円

保健事業に対する医師の協力体制を確立するため、銚子市医師会、銚子市歯科医師会との健全な事業運営
を図る。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

銚子市歯科医師会への補助 千円
目標値

150

上位施策の実現に向けた貢献度

―

実績値 130

―

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10401011831保健予防推進経費

健康・地域医療推進室

銚子市医師会への補助
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 1,300

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

1,300
千円

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

銚子市医師会、銚子市歯科医師会と連携し、新型コロナウイルス感染症などの対応を図った。

銚子市医師会、銚子市歯科医師会と連携して行う保健予防行政を推進してい
く。

銚子市医師会、銚子市歯科医師会と連携し、市が行う保健予防行政を推進していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

がんばれ銚子ふるさと応援基金繰入金

関連事業 市立病院看護師等修学資金貸付経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

20　貸付金 1,470 千円

看護師養成施設に在学する者　月額５万円　准看護師養成施設に在学する者　月額３万円※　看護師等養
成施設在学中

看護師等養成施設における修学のための資金を貸し付ける。

1,470 千円

特定財源（Ｃ） 1,470 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 25 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

1,470 千円

10401012431看護師等修学資金貸付経費

健康・地域医療推進室

6-(1)-2 看護職（看護師・准看護師）の養成 室長　飯森　勲

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

4 1 1

単年度繰返

対　　象

1,470 千円

市内の看護師又は准看護師の確保を図り、もって地域医療の充実に資する。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

2

2

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値 ―

0

今後の予算規模の方向性

有 効 性

新規貸付者数（准看護師） 人
目標値

0

上位施策の実現に向けた貢献度

―

実績値 1

―

人

実績値

1

0

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

0

市内医療機関への就職者（看護師）

看護師等修学資金貸付者のうち、市内の医療機関に勤務し、看護師の業務に従事することになった者の数

10401012431看護師等修学資金貸付経費

健康・地域医療推進室

新規貸付者数（看護師）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 1

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

1
人

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

事業を拡大

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

人
目標値

市内医療機関への就職者（准看護師）

事業の成果は得られているか

貢 献 度

看護師等修学資金貸付者のうち、市内の医療機関に勤務し、准看護師の業務に従事することになった者の数

―

実績値

目標は概ね達成できている。引き続き、制度の周知を図っていきたい。

募集人員の増加

令和３年度の新規貸付者は２名であり、今後も同程度は見込まれるため。

令和３年度の新規貸付者は、前年度と比較し１名増となっている。同制度の利用希望者は多いことから、引き続き制度周知を図ってい
き、地域医療の向上に貢献しようとする意欲のある方を支援していきたい。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業 看護師等修学資金貸付経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

320 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

23　投資及び出資金

看護師養成施設に在学する者　月額５万円。准看護師養成施設に在学する者　月額３万円

看護師等養成施設における修学のための資金を貸し付ける。

320 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 5 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

320 千円

10401012531銚子市立病院看護師等修学資金貸付経費

健康・地域医療推進室

6-(1)-2 看護職（看護師・准看護師）の養成 室長　飯森　勲

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

 ３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

4 1 1

単年度繰返

対　　象

320 千円

市立病院の看護師又は准看護師の確保を図り、もって地域医療の充実に資する。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

1

0

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値 1

1

今後の予算規模の方向性

有 効 性

新規貸付者数(准看護師) 人
目標値

0

上位施策の実現に向けた貢献度

1

実績値 1

1

人

実績値

1

0

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

0

市立病院への就職者(看護師)

貸付者のうち、市立病院に勤務し、看護師の業務に従事することとなった者の数

10401012531銚子市立病院看護師等修学資金貸付経費

健康・地域医療推進室

新規貸付者数(看護師)
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 0

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

2 1

1
人

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

人
目標値

市立病院への就職者(準看護師)

事業の成果は得られているか

貢 献 度

貸付者のうち、市立病院に勤務し、準看護師の業務に従事することとなった者の数

1

実績値

地域医療を支える看護師、准看護師を継続して確保していくため、制度の周知を図っていく。

新規貸付者は現状どおり、0～１名程度で推移すると見込まれるため。

制度の周知を図り、銚子市立病院に勤務する人材の確保に努める。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

178,550 千円

23　投資及び出資金

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

銚子市病院事業会計

病院事業会計への補助及び出資

168,047 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 3,046 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

10,503 千円 5.88%

割合

―　 　

178,550 千円

10401010831病院事業会計負担、補助及び出資経費（病院事業会計運営費）

健康・地域医療推進室

6-(1)-3市立病院の診療体制の確保 室長　飯森　勲

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

〇 新公立病院改革プラン

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

94.12%

項

4 1 1

単年度繰返

対　　象

178,550 千円

病院事業の安定的な運営を図る。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

13,479

実績値 23,848 10,503

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

病院事業会計への補助 千円
目標値

167,263

上位施策の実現に向けた貢献度

千円

168,318

実績値 153,248

154,262

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10401010831病院事業会計負担、補助及び出資経費（病院事業会計運営費）

健康・地域医療推進室

病院事業会計への負担金
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 784

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

969 729

968
千円

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

病院事業会計への出資

公 平 性

効 率 性

目標値 23,849

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

新公立病院改革プランに則り、病院事業の安定的な運営に寄与した。

指定管理者が運営する市立病院は引き続き存続する見込みであるため。

今後とも病院事業会計の適正な予算執行に努める。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

2,783 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

銚子市立病院指定管理者　一般財団法人銚子市医療公社

銚子市医療公社　法人本部会計に対する補助

2,783 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 47 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

2,783 千円

10401012331銚子市医療公社運営経費

健康・地域医療推進室

6-(1)-3市立病院の診療体制の確保 室長　飯森　勲

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

〇 新公立病院改革プラン

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

4 1 1

単年度繰返

対　　象

2,783 千円

銚子市医療公社　法人本部の円滑な運営を図る。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10401012331銚子市医療公社運営経費

健康・地域医療推進室

銚子市医療公社への補助
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 2,783

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

2,776 2,853

2,757
千円

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

銚子市医療公社の円滑な運営に寄与した。

銚子市医療公社への支援が必要なため。

引き続き、一般財団法人銚子市医療公社と連携し、公社側の運営費不足分について支援していきたい。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

270,000 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

銚子市立病院指定管理者　一般財団法人銚子市医療公社

地域の医療政策を推進するために設置している市立病院において、安定した医療の提供を確保し、住民の
福祉の増進に資するため、銚子市立病院人件費補てん交付金を交付する。

270,000 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 4,606 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

270,000 千円

10401013331病院事業会計負担、補助及び出資経費（指定管理者交付金）

健康・地域医療推進室

6-(1)-3市立病院の診療体制の確保 室長　飯森　勲

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

〇

〇 新公立病院改革プラン

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

4 1 1

単年度繰返

対　　象

270,000 千円

銚子市医療公社の安定した運営に資する。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10401013331病院事業会計負担、補助及び出資経費（指定管理者交付金）

健康・地域医療推進室

銚子市医療公社への補助（人件費補てん交付金）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 270,000

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

250,000 300,000

330,000
千円

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

人件費補てん金とは別に事業継続支援分として1.5億円を支出しており、新型コロナウイルス感染症の影響により医業損益が悪化して
いる。

銚子市医療公社への支援が必要なため。

引き続き、一般財団法人銚子市医療公社と連携していき、収支の改善を図っていきたい。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

今後その額や対象等を再検討する必要がある

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

成果が概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

国民健康保険基盤安定負担金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

75,469 千円

国民健康保険法第７２条の３第１項及び第７２条の４第１項

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

269,250 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

27　繰出金 244,516 千円

国民健康保険事業特別会計

高齢者が多く占める国保の構造的問題に対応するため、国民健康保険料の軽減分などについて、一般会計
から国民健康保険事業特別会計に繰出しする。

589,235 千円

特定財源（Ｃ） 319,985 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 10,053 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

589,235 千円

国民健康保険基盤安定負担金（国）

10301050122国民健康保険事業特別会計繰出経費

保険年金室

6-(1)-4 国民健康保険制度の健全な運営 室長　小保方　三知代

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

〇

〇 銚子市国民健康保険事業特別会計財政計画

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

100.00%

項

3 1 5

単年度繰返

対　　象

589,235 千円

国保の被保険者は高齢者が多く所得水準が低い傾向にある一方で医療費水準が高い傾向にあるため、国保
財政の運営が不安定になるリスクがあることから、法令等に基づき、一般会計から国民健康保険事業特別
会計に繰出しすることで、国保財政の安定化を図る。

一般財源

45.7%
特定財源

54.3%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10301050122国民健康保険事業特別会計繰出経費

保険年金室

国民健康保険事業特別会計への繰出し
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 589,235

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

621,340 614,886

607,366
千円

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

国民健康保険事業の事務の執行に要する経費や保険料軽減による減収分など、国民健康保険財政安定化のために要する経費等について
所要額の繰出しを行った。

法や国からの繰出金通知に基づき、一般会計から国民健康保険事業特別会計
に繰出ししていることから、法及び当該通知の項目等に変更がなければ、事
業費に大幅な変更はないため。

職員給与費や事務費などの市が独自に削減できる項目については削減を検討していくが、保険基盤安定制度などに係る繰出金について
は、法や国からの繰出金通知に基づき、一般会計から国民健康保険事業特別会計に繰出ししていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費等の削減について検討し、方向性を決定した

関連・類似事業との統合

実施が義務付けられており成果を計ることがなじまない【法定受託等】

施策体系外である

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

後期高齢者医療保険基盤安定負担金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

高齢者の医療の確保に関する法律第９９条

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

70,913 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

27　繰出金 148,849 千円

後期高齢者医療事業特別会計

低所得者が多い後期高齢者医療の構造的問題に対応するため、後期高齢者医療保険料の軽減分などについ
て、一般会計から後期高齢者医療事業特別会計に繰出しする。

219,762 千円

特定財源（Ｃ） 148,849 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 3,749 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

219,762 千円

10302012122後期高齢者医療事業特別会計繰出経費

保険年金室

6-(1)-5 後期高齢者医療制度の適正な運営 室長　小保方　三知代

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

100.00%

項

3 2 1

単年度繰返 20平成

対　　象

219,762 千円

保険料の軽減や後期高齢者医療事業の運営に要する経費に対し、法令等に基づき、一般会計から後期高齢
者医療事業特別会計に繰出しを行い、後期高齢者医療事業の安定化を図る。

一般財源

32.3%特定財源

67.7%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10302012122後期高齢者医療事業特別会計繰出経費

保険年金室

後期高齢者医療事業特別会計への繰出し
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 219,762

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

207,128 228,578

206,256
千円

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

後期高齢者医療事業の事務の執行に要する経費や保険料軽減による減収分など、後期高齢者医療財政の安定化のために要する経費等に
ついて所要額の繰出しを行った。

法や国からの繰出金通知に基づき、一般会計から後期高齢者医療事業特別会
計に繰出ししていることから、法及び当該通知の項目等に変更がなければ、
事業費に大幅な変更はないため。

職員給与費や事務費などの市が独自に削減できる項目については削減を検討していくが、保険基盤安定制度などに係る繰出金について
は、法や国からの繰出金通知に基づき、一般会計から後期高齢者医療事業特別会計に繰出ししていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費等の削減について検討し、方向性を決定した

関連・類似事業との統合

実施が義務付けられており成果を計ることがなじまない【法定受託等】

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

人間ドック等検査費用の助成事務及び歯科口腔健康診査等受診票発送事務（補助事業）

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

後期高齢者歯科口腔健康診査事務受託金収入

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

676 千円

高齢者の医療の確保に関する法律第98条

補助・単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

740,918 千円

18　負担金、補助及び交付金

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

11　役務費 55 千円

千葉県後期高齢者医療広域連合、後期高齢者医療被保険者

後期高齢者医療費給付等を行うため、千葉県後期高齢者医療広域連合へ負担金納付事務（単独事業）

55 千円

特定財源（Ｃ） 731 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 12,653 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

741,594 千円 99.99%

割合

―　 　

741,649 千円

長寿・健康増進事業補助金収入

10302012222後期高齢者医療制度経費

保険年金室

6-(1)-5 後期高齢者医療制度の適正な運営 室長　小保方　三知代

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

0.01%

項

3 2 1

単年度繰返 20平成

対　　象

741,649 千円

後期高齢者医療被保険者の健康保持と適切な医療を確保する。

一般財源

99.9%

特定財源

0.1%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

ー

1

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

―

1

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

人間ドック等検査費用助成利用率

助成者数／被保険者数

10302012222後期高齢者医療制度経費

保険年金室

人間ドック等検査費用助成者数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 52

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

100 100

72
人

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

％
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

法に基づき、千葉県後期高齢医療広域連合に対し負担する。

法に基づき、千葉県後期高齢医療広域連合に対し負担していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費等の削減について検討し、方向性を決定した

関連・類似事業との統合

実施が義務付けられており成果を計ることがなじまない【法定受託等】

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

災害対策基金繰入金

関連事業 新型コロナウイルス感染症対策事業経費（webハザードマップ導入分）

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

3,234 千円

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

17　備品購入費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料 3,235 千円

市民全般

総合的な防災ハザードマップの作成・配布、津波避難誘導標識の整備

6,446 千円

特定財源（Ｃ） 6,469 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 110 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

23 千円 0.36%

割合

―　 　

6,469 千円

千葉県地域防災力向上総合支援補助金（県）

10901042220避難誘導対策経費

危機管理室

6-(2)-1 防災意識の啓発 室長　垣沼　孝一

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

 １　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

99.64%

項

9 1 4

期間限定複数年度 2 4令和 令和

対　　象

6,469 千円

国や県が示す災害危険箇所等を市民に周知し、市民自らが命を守る適切な行動がとれる対策を進める。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901042220避難誘導対策経費

危機管理室

防災ハザードマップの配布数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 28,000

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

―
部

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

最新の災害危険箇所を掲載した防災ハザードマップを全戸に配布した。

令和3年度と4年度に津波避難誘導標識を設置するため

津波避難誘導標識の整備を進めるため、令和4年度まで事業を継続していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

18　負担金、補助及び交付金 106 千円

1,357 千円

13　使用料及び賃借料

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

災害対策基金繰入金

関連事業 新型コロナウイルス感染症対策事業経費（避難所対策分）、防災メール配信経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

177 千円 4.69%

2.80%

目

100 千円

災害対策基本法第４６条第２項

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

2,330 千円

10　需用費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

08　旅費

35.91%

1,349 千円

市民全般

防災行政無線等維持管理及び災害対策用備蓄物資の購入

3 千円

特定財源（Ｃ） 1,449 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 64 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

2,136 千円 56.53%

割合

―　 　

3,779 千円

災害復興支援費寄附金

10901040220防災減災対策経費

危機管理室

6-(2)-3 防災対策の充実 室長　垣沼　孝一

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

〇 銚子市地域防災計画

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ２　法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ね
られている業務

0.08%

項

9 1 4

単年度繰返

対　　象

3,779 千円

11　役務費

災害リスクの軽減のため、防災減災の取組を推進する。

一般財源

61.7%

特定財源

38.3%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

給水タンク維持管理件数 件
目標値

6

上位施策の実現に向けた貢献度

6

実績値 6

6

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901040220防災減災対策経費

危機管理室

防災行政無線維持管理件数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 90

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

90 90

90
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

防災行政無線や給水タンクの維持管理や災害対策用備蓄物資を必要量確保した。

計画的な防災備蓄物資の購入が必要なため

現状どおり事業を継続し、防災行政無線機器及び給水タンクの適切な管理に努める。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業 防災減災対策経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

264 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

13　使用料及び賃借料

市民全般

防災情報一斉メール配信システムの管理運用

264 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 5 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

264 千円

10901040320防災メール配信経費

危機管理室

6-(2)-3 防災対策の充実 室長　垣沼　孝一

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

9 1 4

単年度繰返

対　　象

264 千円

防災メールにより、災害発生状況や避難行動などを迅速かつ的確に周知する。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901040320防災メール配信経費

危機管理室

防災メール登録者数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 6,998

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

5,000 5,200

5,147
人

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

その他

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

防災メールの登録者数が増加したことにより、多くの市民に迅速かつ的確に防災情報の周知が図れた。

防災減災対策経費と統合する

引き続き防災情報一斉メール配信システムを管理運用する必要があるため

防災メール登録者数をさらに増やための周知に努め、防災情報を迅速かつ的確に配信していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

d:他事業と統合し、本事業は廃止する

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

事業費等の削減するため、２年以内に関連・類似事業と統合する
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

防災行政無線整備債（市債）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

68 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

14　工事請負費 87,700 千円

市民全般

防災行政無線屋外子局の整備（市内内陸部）

87,768 千円

特定財源（Ｃ） 87,700 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 1,497 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

87,768 千円

10901042320防災行政無線整備経費

危機管理室

6-(2)-3 防災対策の充実 室長　垣沼　孝一

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

 １　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

9 1 4

単年度のみ 2 2令和 令和

対　　象

87,768 千円

市民の生命・財産を守るため、市内内陸部に防災行政無線屋外子局を整備する。

一般財源

0.1%

特定財源

99.9%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901042320防災行政無線整備経費

危機管理室

防災行政無線屋外子局の増設数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 25

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― 25

―
局

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

その他

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

未整備地区である市内内陸部を中心に防災行政無線屋外子局を25局増設したことで、概ね市内全域をカバーした。

令和2年度に事業が完了したため、事業は廃止す
る

現状どおり事業を継続し、防災行政無線機器の適切な管理に努める。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響はない

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

b:事業を休止又は廃止とする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

防災行政無線整備債（市債）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

49 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

14　工事請負費 100,000 千円

市民全般

デジタル戸別受信機（防災ラジオ）の整備

100,049 千円

特定財源（Ｃ） 100,000 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 1,707 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

100,049 千円

10901042420防災行政無線デジタル戸別受信機整備経費

危機管理室

6-(2)-3 防災対策の充実 室長　垣沼　孝一

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

 １　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

9 1 4

期間限定複数年度 2 3令和 令和

対　　象

100,049 千円

市内全域で受信ができるデジタル戸別受信機（防災ラジオ）を整備する。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901042420防災行政無線デジタル戸別受信機整備経費

危機管理室

デジタル戸別受信機の設置台数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 －

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― －

―
台

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

令和3年10月に運用予定のデジタル戸別受信機の送信局及び配信局を整備した。

令和3年度にデジタル個別受信機を整備するため

令和3年10月からの運用を目指し、デジタル個別受信機の整備を進めていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

適正な受益者負担を導入している（直近２年以内にコスト計算実施）

予算規模を拡大する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金【単独分】（国）

関連事業 防災減災対策経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

89 千円

17　備品購入費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費 14,552 千円

避難者

避難所における新型コロナウイルス感染症対策用備品の購入

6,613 千円

特定財源（Ｃ） 14,552 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 250 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

8,028 千円 54.83%

割合

―　 　

14,641 千円

10901042520新型コロナウイルス感染症対策事業経費（避難所対策分）

危機管理室

6-(2)-3 防災対策の充実 室長　垣沼　孝一

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

〇 新型コロナウイルス感染症対策

 １　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

45.17%

項

9 1 4

単年度のみ 2 2令和 令和

対　　象

14,641 千円

避難所開設時における新型コロナウイルス感染症拡大防止対策としたワンタッチパーテーションや非接触
型体温計などを整備する。

一般財源

0.6%

特定財源

99.4%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901042520新型コロナウイルス感染症対策事業経費（避難所対策分）

危機管理室

避難所用備品（ワンタッチ式パーテーション、エアーベッド、折り畳み式簡
易ベッド）の購入

目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 各300

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― 各300

―
台

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

その他

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

避難所における新型コロナウイルスなどの感染防止のための上記備品の整備の外、非接触型体温計、マスク及び消毒アルコールなどを
購入したことにより、避難者が安心して利用できる避難所の体制が整った。

令和2年度に整備済みのため、事業は廃止する

品目を検証し、必要量を確保していく

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

b:事業を休止又は廃止とする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

事業費等の削減するため、２年以内に関連・類似事業と統合する

0
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10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金【単独分】（国）

関連事業 避難誘導対策経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料 2,827 千円

市民全般

WEB版防災ハザードマップの作成

2,827 千円

特定財源（Ｃ） 2,827 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 48 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

2,827 千円

10901042620新型コロナウイルス感染症対策事業経費（webハザードマップ導入分）

危機管理室

6-(2)-3 防災対策の充実 室長　垣沼　孝一

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

〇 新型コロナウイルス感染症対策

 １　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

9 1 4

単年度のみ 2 2令和 令和

対　　象

2,827 千円

新型コロナウイルス感染症対策として、分散避難のあり方や避難所生活での留意点などを盛り込んだWEB版
防災ハザードマップを導入する。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901042620新型コロナウイルス感染症対策事業経費（webハザードマップ導入分）

危機管理室

WEB版防災ハザードマップの運用
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 R3.3 運用開始

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

―

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

その他

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

外出時においても災害危険箇所や避難所の確認ができ、災害時の適正な避難行動が可能になった。

令和2年度に整備済みのため、事業は廃止する

適正な維持管理を行うとともに、本市への来訪者の周知方法について検討していく必要がある。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

b:事業を休止又は廃止とする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

事業費等の削減するため、２年以内に関連・類似事業と統合する
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行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※

※

※

※

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

13　使用料及び賃借料 2,181 千円 市有物件災害共済会解約返戻金収入 6 千円

17　備品購入費 3,273 千円 自動車保険料返戻金収入

18　負担金、補助及び交付金

4,135 千円

12　委託料

1,582 千円 承認手数料

検査手数料

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

感染症予防事業費負担金（県）

関連事業 消防活動において関連する経費全般

事業費（Ａ）

款

目　　的

2,350 千円 公共施設等電気料収入7.11%

6.60%

9.90%

目

653 千円

159 千円

2 千円

366 千円

70 千円

消防法、消防組織法

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

31,664 千円

10　需用費

総コスト（A+Ｄ）

4.79%

1.27%

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

26　公課費

08　旅費

12.51%

140 千円

市民の生命、身体及び財産

消防本部・消防署の消防業務全般の経費

171 千円

特定財源（Ｃ） 1,396 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 564 円

受益者負担率 3.77%

支出項目

420 千円

18,948 千円 57.31%

割合

8,634 千円

33,060 千円

許可手数料

10901010642その他常備消防関係経費

消防総務課

6-(2)-4 消防力の充実・強化 課長　椎名　一成

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

〇

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

0.52%

項

9 1 1

単年度繰返

対　　象

41,694 千円

11　役務費

市民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、火災又は地震等の災害による被害を軽減するほ
か、災害等による傷病者の搬送を適切に行う。

一般財源

95.8%

特定財源

4.2%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

ー

実績値 2,846 / 8,538  2,583/7,749

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

救助出動回数/出動隊員延人数（年中） 回/人
目標値

43/519

上位施策の実現に向けた貢献度

回/人

ー

実績値 47/586

ー

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901010642その他常備消防関係経費

消防総務課

火災出動回数/出動隊員延人数（年中）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 14/216

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

ー ー

20/420
回/人

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

救急出動回数/出動隊員延人数（年中）

公 平 性

効 率 性

目標値 ー

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

救急出動に際しての救命率の向上、火災出動等に際しての人命救助及び延焼拡大の防止。災害対応業務であることから、指標の設定は
困難であり、計画値・目標値についても記載しないものとする。

災害は多種多様化し、それとともに必要となる資機材等の維持管理に要する
経費も増大しているが、職員による維持管理の徹底を図ることで現状維持と
する。

複雑多様化する災害に対応できるよう、職員の資質及び対応能力の向上を図るとともに、施設や資機材の維持管理を徹底し、更なる消
防力の充実強化を図る。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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貢献度効率性
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基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業 その他常備消防関係経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

1,094 千円

17　備品購入費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

14　工事請負費

簡易消火栓（５１箇所）

道路狭隘や建物密集地域で、消防車両の進入が困難な地域に設置した簡易消火栓の維持管理に要する経費

856 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 19 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

238 千円 21.73%

割合

―　 　

1,094 千円

10901030142消防施設管理経費

消防総務課

6-(2)-4 消防力の充実・強化 課長　椎名　一成

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

78.27%

項

9 1 3

単年度繰返

対　　象

1,094 千円

簡易消火栓を使用した、付近住民による初期消火活動を行うことにより、延焼拡大を阻止するとともに、
火災による被害の軽減を図る。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

200

実績値 161 0

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

訓練実施回数 回／年
目標値

0

上位施策の実現に向けた貢献度

人

10

実績値 10

10

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901030142消防施設管理経費

消防総務課

ホース交換箇所
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 3

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

3 3

3
箇所／年

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

訓練参加人数

公 平 性

効 率 性

目標値 200

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

簡易消火栓設備の維持管理を行うことにより、自主防災体制の強化及び地域防災力の向上に繋がる。定期的に訓練を開催することによ
り、自主防災意識の高揚が図れるとともに、火災時の延焼拡大を阻止することができる。

当初は年５箇所のホース交換を実施し、１０年で全てを入れ替える計画で
あったが、現在は年３箇所へ規模縮小して実施しているため、これ以上の規
模縮小は困難。

今後も計画的な維持管理の徹底を図るとともに、新型コロナウイルス感染症の影響により訓練が実施できていないため、訓練の実施方
法について検討を行う。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

施策体系外である

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

消防施設整備債（市債）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

4,727 千円

消防法、消防組織法

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

80 千円

17　備品購入費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

11　役務費 29,700 千円

市民

老朽した救急車（平成19年度購入）の更新整備事業。自動心臓マッサージ器の整備のほか、コロナ対策と
して車内を殺菌するためのオゾン発生装置を整備した。

7 千円

特定財源（Ｃ） 34,427 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 589 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

34,500 千円 99.98%

割合

―　 　

34,507 千円

消防防災施設強化事業補助金（県）

10901030542高規格救急車・高度救命処置用資機材整備経費

消防総務課

6-(2)-4 消防力の充実・強化 課長　椎名　一成

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

―

 １　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ４　施設の維持管理に係る業務

0.02%

項

9 1 3

単年度のみ 2 2令和 令和

対　　象

34,507 千円

老朽した救急車を更新整備し、救急体制に万全を図る。

一般財源

0.2%

特定財源

99.8%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901030542高規格救急車・高度救命処置用資機材整備経費

消防総務課

高規格救急車購入
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 1

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

―
台

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

救急体制を確保するため、計画的に車両の更新整備を実施した。

救急需要は高く、老朽した救急車の更新整備は随時必要である。

　新型コロナウイルス感染防止の観点から、必要となる車両及び資機材については今後も更新計画に基づき更新する必要がある。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

実施が義務付けられており成果を計ることがなじまない【法定受託等】

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

18　負担金、補助及び交付金 11,419 千円

2,849 千円

17　備品購入費

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

消防防災施設強化事業補助金（県）

関連事業 その他非常備消防経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

973 千円 2.68%

31.51%

目

消防法、消防組織法、銚子市消防団条例

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

35,610 千円

08　旅費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

01　報酬

7.86%

629 千円

消防団員

消防団員の消防活動に必要な経費

14,901 千円

特定財源（Ｃ） 629 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 618 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

6,097 千円 16.82%

割合

―　 　

36,239 千円

10901020142消防団員経費

消防総務課

6-(2)-5 消防団員の確保及び組織の強化 課長　椎名　一成

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

41.12%

項

9 1 2

単年度繰返

対　　象

36,239 千円

10　需用費

消防団員の確保を含め、消防団活動の円滑化を図る。

一般財源

98.3%

特定財源

1.7%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

ー

実績値 443 / 8,285  350/6,475

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

火災・風水害出動回数/出動団員延人数（年中） 回/人
目標値

2/86

上位施策の実現に向けた貢献度

回/人

ー

実績値 32/1,234

ー

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901020142消防団員経費

消防総務課

消防団員数（４月１日現在）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 489

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

579 579

506
人

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

訓練・警戒延回数/出動団員延人数（年中）

公 平 性

効 率 性

目標値 ー

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

全国的に団員確保が困難であることから、団員を条例定数である５７９名に充足させ、地域防災力の向上を図る。災害対応業務である
ことから、指標の設定は困難であり、計画値・目標値についても一部記載しないものとする。

消防団員の年額報酬・出動手当については国の示す金額より低い状況にあ
り、今後見直さなければならないため。

国が示す「消防団員の報酬等の基準の策定等」に基づき、消防団員の処遇改善について今後検討し、消防団員確保を図る。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模を拡大する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性
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基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

26　公課費 665 千円

462 千円

18　負担金、補助及び交付金

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業 消防団員経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

2,002 千円 25.57%

8.49%

目

消防法、消防組織法、銚子市消防団条例

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

7,830 千円

11　役務費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費

5.90%

消防団

銚子市消防団の円滑な運営に係る事業

2,849 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 134 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

1,852 千円 23.66%

割合

―　 　

7,830 千円

10901020342その他非常備消防経費

消防総務課

6-(2)-5 消防団員の確保及び組織の強化 課長　椎名　一成

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ２　法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ね
られている業務

36.38%

項

9 1 2

単年度繰返

対　　象

7,830 千円

17　備品購入費

銚子市消防団の活動が円滑かつ充実して行えるようにする。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

その他修理件数 件
目標値

9

上位施策の実現に向けた貢献度

ー

実績値 13

ー

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901020342その他非常備消防経費

消防総務課

車検・法定点検整備回数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 80

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

80 80

80
回

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

本事業は、消防団活動に必要な消防車両の維持管理や、事業運営に資する経費であり、指標の設定は困難である。

消防団車両の維持管理と消防団の運営に必要な経費であり削減は困難であ
る。

今後も、消防団車両の維持管理を徹底するとともに、円滑な事業運営を図る。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

実施が義務付けられており成果を計ることがなじまない【法定受託等】

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

12,277 千円

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業 消防救急無線維持管理経費、共同指令センター機器更新経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

消防法、消防組織法

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

16,548 千円

13　使用料及び賃借料

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料

74.19%

市民

県内２０消防本部において、１１９番通報を処理する共同指令センターの運営を行う。

1,650 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 282 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

2,621 千円 15.84%

割合

―　 　

16,548 千円

10901030942共同指令センター運営関係経費

消防総務課

6-(2)-7 消防の広域化 課長　椎名　一成

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

9.97%

項

9 1 3

単年度繰返

対　　象

16,548 千円

18　負担金、補助及び交付金

１１９番通報を早期かつ適切に処理し出動指令を行うことで、迅速な現場への到着に繋がり、災害等の被
害軽減を目指す。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

ー

5.5

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

隣接市町村から応援を受けた件数（年中） 7

目標値 ―

4

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

隣接受援件数

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

件

実績値

―

5.5

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

4

救急出動の平均到着時間

救急出動における、出動～現場到着までの平均所要時間（年中）

10901030942共同指令センター運営関係経費

消防総務課

１１９番通報受報件数（年中）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 3,224

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

ー ー

3,579
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

20

事業成果指標項目（指標の説明）

分
目標値

隣接応援件数

事業の成果は得られているか

貢 献 度

隣接市町村へ応援出動した件数（年中）

ー

実績値

― ー

共同運用することにより、通信機器等の整備費及び維持管理経費の節減が図れるとともに、相互の応援体制が図れる。なお、災害対応
業務であることから、指標の設定は困難であり、計画値・目標値についても記載しないものとする。

本事業については、事業費に大きく変動がある事業ではないが、オリンピッ
ク・パラリンピックの開催に伴い、通報受入れ体制を強化する必要がある。

協議会事務局より機器の全体更新計画が示され、令和８年４月の運用開始について協議を進めたい意向。今後は、更新時期や規模につ
いて慎重に協議を進めていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

件
目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業 共同指令センター運営関係経費、共同指令センター機器更新経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

消防法、消防組織法

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

7,247 千円

18　負担金、補助及び交付金

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料

市民

千葉県の防災行政無線と併せて県下消防本部で共同整備した無線基地局と、単独整備した無線移動局の維
持管理に要する経費

2,440 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 124 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

4,807 千円 66.33%

割合

―　 　

7,247 千円

10901031042消防救急無線維持管理経費

消防総務課

6-(2)-7 消防の広域化 課長　椎名　一成

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

33.67%

項

9 1 3

単年度繰返

対　　象

7,247 千円

有事の際の消防活動に支障を来さぬよう、維持管理の徹底を図る。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10901031042消防救急無線維持管理経費

消防総務課

目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

消防救急無線の維持管理経費のため、指標の設定はしないものとする。

県域で整備した基地局無線と、単独整備した移動局無線の維持管理に要する
経費のみであるため。

県域で整備した基地局については、今後も維持管理の徹底を図る。単独で整備した移動局については、機械寿命や製造中止等の理由に
より定期的な交換を含めた計画策定を行う必要がある。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

被災者住宅支援費負担金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

災害救助法

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料 1,190 千円

居住している住宅が、全壊、大規模半壊、及び半壊した被災者

令和元年台風15号からの一連の災害により被災した一般住宅について、災害救助法に基づき、被災者が当
該住宅に引き続き居住できるよう、市が直接、業者と契約して被災住宅の応急修理を実施する。

1,190 千円

特定財源（Ｃ） 1,190 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 20 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

1,190 千円

10305010337被災者住宅支援経費

都市整備室

6-(2)-9 災害時における要援護者の支援 室長　山田　浩史

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

100.00%

項

3 5 1

期間限定複数年度 元 2令和 令和

対　　象

1,190 千円

被災者が当該住宅に引き続き居住できるようにする。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10305010337被災者住宅支援経費

都市整備室

被災者住宅修理件数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 2

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

2
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

その他

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

法令により実施が義務付けられている事業であり、成果指標評価の対象外。

令和２年度で制度終了。

災害救助法に基づく制度であり、今後も大きな災害に見舞われた場合には、想定される事務である。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

減少している

廃止・休止による影響はない

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者に負担を求めるべきだが負担を求めていない

予算規模を縮小する

b:事業を休止又は廃止とする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

施策体系外である

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0
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10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

被災者等住宅再建資金利子補給事業補助金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 19 千円

令和元年9月9日の令和元年台風第15号、令和元年10月12日の令和元年台風第19号、令和元年10月25日の大
雨により被害を受けた住宅の再建を行い、その住宅再建資金について令和２年１２月３１日までに当該契
約に基づく融資が実行される住宅の再建を行う者。

令和元年9月9日の令和元年台風第15号、令和元年10月12日の令和元年台風第19号、令和元年10月25日の大
雨により被害を受けた住宅の建替、補修等のための金融機関からの借入れに対し、年利２％以内、利子補
給限度１０万円以上５００万円以下において、５年間利子補給を行う。

19 千円

特定財源（Ｃ） 19 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 0 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

19 千円

10801011037被災者等住宅再建資金利子補給経費

都市整備室

6-(2)-9 災害時における要援護者の支援 室長　山田　浩史

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

 ２　国・県の補助事業に連動して上乗せや対象の拡大をしている業務（上乗せ・横出し単独分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

8 1 1

期間限定複数年度 2 7令和 令和

対　　象

19 千円

令和元年9月9日の令和元年台風第15号、令和元年10月12日の令和元年台風第19号、令和元年10月25日の大
雨により住宅に損害を被った者の住宅復興を促進する。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10801011037被災者等住宅再建資金利子補給経費

都市整備室

利子補給件数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 2

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

法令により実施が義務付けられている事業であり、成果指標評価の対象外。

利子補給期間は５年間であるため。

利子補給の申込期限は令和２年１２月３１日で締切のため、申込者２名の利子補給期間５年間利子補給金交付を行う。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

施策体系外である

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

社会資本整備総合交付金（国）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

4,596 千円

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

1,927 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 3,105 千円

居住している住宅が、一部損壊（損害割合10％未満）した被災者及び修繕工事費をすでに支払い済みの
方。

令和元年台風15号からの一連の災害により被災した一般住宅の修理費用の一部を支援することで、被災者
が当該住宅に引き続き居住できるようにする。

9,628 千円

特定財源（Ｃ） 7,701 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 164 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

9,628 千円

被災者住宅支援費補助金（県）

10806011437被災者住宅支援補助経費

都市整備室

6-(2)-9 災害時における要援護者の支援 室長　山田　浩史

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ２　法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ね
られている業務

100.00%

項

8 6 1

期間限定複数年度 元 2令和 令和

対　　象

9,628 千円

被災者が当該住宅に引き続き居住できるようにする。

一般財源

20.0%
特定財源

80.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10806011437被災者住宅支援補助経費

都市整備室

被災者住宅支援補助経費
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 43

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

29
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

その他

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

法令により実施が義務付けられている事業であり、成果指標評価の対象外。

令和２年度で、制度終了。

重大な自然災害に見舞われた場合には、今後も被災者支援を図る。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

減少している

廃止・休止による影響はない

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

今後その額や対象等を再検討する必要がある

予算規模を縮小する

b:事業を休止又は廃止とする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

施策体系外である

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

303 千円

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業 自主防犯組織支援経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

568 千円

12　委託料

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費

53.42%

銚子市防犯組合連合会、銚子市防犯指導員連絡協議会

防犯団体への活動補助、防犯カメラの維持管理

72 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 10 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

193 千円 33.94%

割合

―　 　

568 千円

10201140420防犯関係経費

危機管理室

6-(3)-1 防犯活動の推進 室長　垣沼　孝一

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

12.64%

項

2 1 14

単年度繰返

対　　象

568 千円

18　負担金、補助及び交付金

防犯体制の強化

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

71.8

51.3

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

防犯カメラ維持管理件数 件
目標値

15

上位施策の実現に向けた貢献度

15

実績値 12

12

実績値

72.6

57.3

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

人口1万人当たりの犯罪発生件数

10201140420防犯関係経費

危機管理室

補助実施件数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 2

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

2
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

件
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

引き続き防犯体制の強化を図る必要があるため

現状どおり事業を継続し、設置した防犯カメラの適切な維持管理に努めていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業 防犯関係経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

56 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

自主防犯組織

自主防犯組織へのボランティア保険加入費補助

56 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 1 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

56 千円

10201140520自主防犯組織支援経費

危機管理室

6-(3)-1 防犯活動の推進 室長　垣沼　孝一

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

2 1 14

単年度繰返

対　　象

56 千円

自主防犯組織の活動に関して必要な支援を行い、犯罪のない安心して暮らせるまちづくりを推進する。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

71.8

51.3

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

72.6

57.3

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

人口1万人当たりの犯罪発生件数

10201140520自主防犯組織支援経費

危機管理室

自主防犯組織の加入者数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 169

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

160 165

162
人

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

その他

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

件
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

防犯関係経費と統合する

引き続き自主防犯組織の育成が必要なため

犯罪発生を抑止するため、自主防犯組織の強化及び情報連携に努めていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

d:他事業と統合し、本事業は廃止する

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

180 千円

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

がんばれ銚子ふるさと応援基金繰入金

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

交通安全対策基本法第18条第3項

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

71 千円

11　役務費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費

33.72%

463 千円

市民全般、銚子交通安全協会

交通安全対策及び指導、交通安全協会交通指導員活動への補助

343 千円

特定財源（Ｃ） 463 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 9 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

11 千円 2.07%

割合

―　 　

534 千円

10201120620交通安全対策経費

危機管理室

6-(3)-2 交通安全活動の推進 室長　垣沼　孝一

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

〇 銚子市交通安全計画

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ２　法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ね
られている業務

64.20%

項

2 1 12

単年度繰返

対　　象

534 千円

18　負担金、補助及び交付金

交通安全運動や交通安全教室などを開催し、地域に根ざした交通マナー・ルールの徹底を図る。

一般財源

13.3%
特定財源

86.7%

事業費の財源
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４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

19

22.2

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

交通安全指導 回
目標値

20

上位施策の実現に向けた貢献度

20

実績値 19

19

実績値

19.6

25.6

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

人口1万人当たりの交通事故発生件数

10201120620交通安全対策経費

危機管理室

交通安全教室
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 11

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

60 70

66
回

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

件
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

引き続き交通安全対策を実施する必要があるため

人口１万人あたりの交通事故発生件数が目標値を上回っていることから、交通事故の発生を抑止するため地域に根ざした交通マナー・
ルールの徹底を図っていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ


